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研修報告書
	所　　属　青南病院　東病棟グループ　職　種　看護師　　氏　名　藤原　香織

	期　　間　　平成　24年　10月　28日　～　平成　24年　11月　2日

	出張目的　　勤続10年海外研修

	出 張 先　　ハワイ島（ホノルル）

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察】

勤続10年海外研修（ハワイ）へ行って来た。日本病院協会の海外研修であり、参加者は約100人程であった。２日目に、講演と午後施設視察が行われた。まず、現地医師や看護師の講演に参加させて頂き、医療制度の特徴、公的医療保障制度があるのは原則として高齢者と低所得者のみで、現役世代は民間医療保険が中心となっていること、医療施設の機能分化されていることを知ることが出来た。

医療費の高騰や失業率増加などの問題もあり、日本と似ている事もあるが、日本の方が、保険制度や各種サービスがあり充実されていると感じた。

施設視察ではクーラナマーラマを見学した。この施設は、2007年に設立された長期慢性疾患の子供

のための太平洋地域初の看護施設である。まず、施設内に入り感じた事は、病院独特の臭いはなく清潔であり、色々な装飾（ジャックと豆の木などの物語りの内装）がされておりマイナスイメージを感じないという印象を受けた。子供たちが、家にいるのと同じ気持ちになれるような環境作りを目指しているという事であった。そして、自宅へ移行する為の御家族への指導が徹底している点、施設内に宿泊しながら体験できる設備や呼吸器や経管栄養の対象者が入院されており、家族が安心して自宅でも実施できるよう指導されていた。この2点は、参考に出来る点であった。今後、当院での病院内での環境作りや内容は違うが、精神疾患を有しながら自宅退院される方へ、安心して生活が送れるような支援をしていきたいと思う。

　自由行動では、①4:30起床し出発ダイヤモンドヘッドを登り朝日や景色を観賞。②タンタラスの丘にて夜景を観賞（レストランでは夕日も見ることができました。）③オアフ島半日観光とポリネシア文化センターに行き現地のショウなど体験してきた。又、10年以上一緒に勤務してきたメンバー（9名）と10年を振り返りながら交流も深める事ができた。ハワイの環境や食文化など肌で感じ、体験できた事はとても良かった。今回、研修に参加させて頂きありがとうございます。

　今後、今まで以上に自分の役割を実施、又今まで経験した事を他スタッフへ伝えながらより良い支援や看護ができるよう取り組んでいきたい。

【研修要旨】

「米国医療事情と医療に関する消費税」　

講師　元ハワイ大学教授　現在ハワイにて開業　矢沢先珪ニ氏

Ⅰ医療費・社会保障費について

１．国民医療費の各分類項目の定義

1）医療サービス費用(Health　Service　and　Suppliers)

医療サービスには、病室及び医療サービス、一般医師医療サービス、一般医師以外の診療医による医療サービス、眼科及び歯科診療、臨床検査、Ｘ線写真、看護、諸療法サービス、病後療養施設またはナーシングホームにおける医療及びその他の医療サービスが含まれる。

医療用資材には、外用薬及び湿布薬、消毒液、包帯、脱脂綿、救急キット、避妊薬、体温計、吸入器、ならびに装具類、杖、歩行器などの医療器具、眼鏡及び補聴器、その他医療機器のレンタル及び修理が含まれる。

2）病院医療費(Hospital　Services)

　アメリカ及び周辺地域内の病院から請求される入院費及び賄い費、付随料金、レジデント医師、院内処方、病院付属のナーシングホーム、在宅医療及びその他のサービス全てが該当する。

　総診療費から契約調整、徴収不能及び慈善診療費を控除した。この価額には、政府税金積立金、診療外収入も同様に含まれる。

3)在宅医療サービス(Home　Health　Care　Service)

ＳＩＣ808-在宅医療サービス業者に分類される民間及び公的な施設を持たない事者により家庭内で実施される医療サービスを含む。在宅医療業者から供給されていない医療用具商品・レンタル品、及び医療行為以外のサービス(例えば、食事介助、家事手伝い、親善訪問もしくは他の養育サービス)及び登録看護婦による看護サービスは除外する。
4)専門看護施設

　ＳＩＣ805－養護・パーソナルケア施設で提供される医療サービスが該当する。これらの中には、高度専門看護施設及び中間介護施設、アメリカ復員軍人用ナーシングホームの経費で提供される医療サービスならびにメディケイドによる知的障害者に対する中間介護施設内での養護サービスが含まれる。

5）自己負担

　消費者による直接介護商品購入および医療サービスに対する費用、たとえば、共同保健、控徐免責金額ならびに保険では補償されない全ての金額が含まれる。個人によって支払われる自己負担保険料はこの分類には含まれないが、個人負担医療保険の一部として含まれている。

6）民間医療保険

　本分類は、非営利であるブルークロス/ブルーシールドを含む民間保険会社に対する保険料の支払いが含まれる。純経費は保険料と発生した給付金との差額として算出され、これには、保険会社の支払い、広告に要した経費、販売手数料及び他の管理経費、予備費純積立、料率信用および配当、保険料税およびproが含まれる。
2．米国の医療保障制度の基本的仕組みと特徴

1）‐1医療制度の特徴

米国の医療制度における第一の特徴は、公的医療保障制度があるのは原則として高齢者と低所得者の

みで、現役世代は民間医療保険が中心となっていることである。主な公的制度は、連邦政府が運営する高齢者向けのメディケアと、州政府が運営する低所得家庭向けのメディケイドの2つが挙げられる。メディケア・メディケイド等を運営する公的セクターの総医療費に占める割合は、35.6%（2009年）となっている。また、民間医療保険については、営利・非営利の民間保険会社が様々な保険プランを開発しており、企業等が雇用者の福利厚生の一環として、これらの保険を購入して雇用者に提供するという雇用主提供医療保険に加入している場合が多い。一方では、全米で49904万人（人口の16.3％、2010年）の無保険者が存在しており、人口に占める割合はこの２０年間ほぼ横ばいで、歴代政権の政策課題となっている。

　

諸外国に比して米国の医療制度の第二の特徴は、最先端の医療技術が用いられていると同時に、非常に

高価なものとなっている点である。OECDデータによれば、2009年のGDPに占める医療費の割合は17.4％であり、日本（8.5％　2008年）、ドイツ（11.6％）、フランス（11.8％）に比して高いレベルにある。

また、米国は、医療政策決定に際しても、日本と大きな違いがある。一つには、連邦議会の役割が大きいということがある。これは政策決定一般に言えることであるが、医療政策は特に、政府の役割という論点を内包しているため、党派的対立を招きがちであり、議会がその調整の舞台となることが多い。ここを主戦場として、米国医療保険プラン、米国病院協会、米国医師会、米国研究製薬工業会、米国先進医療技術工業会、AARPといった利益団体が積極的なロビー活動を展開し、医療改革論争に影響力を行使している。

また、米国は連邦国家であり、連邦の権限は憲法により制限され州の独立性が保障されていることも日本とは事情が異なる。医療や医療保険に関する規制権限や財源構成は連邦と州で複雑に入り組んでおり、政策決定に当たり連邦と州のいずれの役割を重視するかが、実務的・政治的問題を惹起する。

さらに、米国では、ニュートラルな立場で政策提言・比較分析を行う官民のシンタクが質量ともに非常に充実していることも注目に値する。医療政策は医学をはじめ経済学、経営学、社会学、法学など学際的な領域であり、数多くの専門家が、共通の知的アリーナのもとで政策論争に参加している。

図：米国の公的医療制度におけるサービス/金銭の流れ


１）－２財源と支出

①財源

　医療費の主な財源（2009年の国民医療費2兆4863億ドル）の内訳

　保険料（民間）　：8012億ドル（32.2％）

　患者自己負担　　：2993億ドル（12.0％）

　CMS支出　　　：8873億ドル（35.6％）

　その他　　　　　：4985億ドル（20.0％）

②支出

　医療サービス費の主な支出区分（2009年）の内訳

　総医療サービス費用　　：2兆3301億ドル（93.7％）

　総個人医療費　　　　　：2兆0899億ドル（84.0％）

　入院医療費　　　　　　：7591億ドル（30.5％）

　医師・診察費　　　　　：5059億ドル（20.3％）

　歯科医療費　　　　　　：1022億ドル（4.1％）

　他の専門サービス　　　：668億ドル（2.6％）

　在宅ケアサービス　　　：683億ドル（2.7％）

　ナーシングホーム　　　：1370億ドル（5.5％）

　処方薬　　　　　　　　：2499億ドル（10.0％）

　耐久医療機器　　　　　：349億ドル（1.4％）

　その他非耐久医療機器　：433億ドル（1.7％）

2）医療提供体制の特徴

　米国は、医療施設の機能分化が最も進んだ国である。これには、他国に比べて医療財源が巨額であり、公的医療プログラムの診療報酬を除いた医療関連価格決定が市場に委ねられており、新たな医療技術の臨床への適用も早く、高度化・多様化する医療ニーズに応えるため民間医療事業制は、政府がトップダウンで医療提供制度のあり方を決める英国、カナダ、オーストラリアといった国々と異なり、様々な形態が混在している。例えば、米国の病院の多くはオープン・システムであり、独立開業医が患者を病院に連れてきて主治医として病院常勤医師と共同で医療を提携する仕組みをとっている。

1． 医療保険

1）メディケア

　メディケアは、1965年に創設。連邦政府が運営する公的医療保険プログラムである。受給者は多くは、65歳異常の高齢者である。しかし、65歳未満の障害を抱える受給者も約16%程度存在する。

2）メディケイド

　メディケアとともに、1965年に創設されたメディケイドは主に低所得者を対象とした医療扶助制度である。基本的な受給資格は、低所得者世帯の児童とその親であり、加入者は2010年時点で約4758万人（15.9%

にのぼる。

3）児童医療保険プログラム

　児童医療保険プログラムは、基本的にメディケイドの受給資格を得るほど貧しくはない家庭の低所得者児童を対象としたプログラムであり、連邦政府が公的資金を助成し、州政府による無保険者児童への医療サービスの提供支援するものである。

4）民間保険

　2010年度の総人口3億611万人のうち、民間医療保険の加入者は、1億9587万人（全体の64%）である。まさに、米国の医療保障制度のなかで中核的な位置を占めるのは、民間保険といえる。加入者は、大きくはふたつのタイプに分類することができる。一つは、企業雇用主が民間保険と契約し従業員に対して医療保険を提供する。雇用主提供医療保険の加入者であり、その数は1億6926万人（55.3%）にのぼる。二つ目は、個人で直接民間保険プランと契約し保険に加入している加入者（個人保険購買者）であり、その数は約3015万人（9.8%）である。すなわち、民間保険制度の中核を占めるのは、雇用主提供保険である。

＜医療施設＞

①病院

米国の病院は、従来は特殊検査、手術、入院を中心に行い基本的に外来患者を受け付けない施設であった。しかし、医療事業経営体としての垂直統合が進んでくると、同じキャンパス内に検査センター、日帰り手術センター、外来クリニックを配置したり、病院建物内に外来部門を置く病院が増え、病院の定義において入院患者専門施設であるかどうかは重要な要件ではなくなってきている。

　米国病院協会のAHAによれば、AHAが定める基準を満たした登録病院の数は、2008年時点で5815である。その機能別構成は、一般病院4758、精神科病院456、リハビリテーション病院203、急性期医療長期入院病院274、整形外科専門病院25、産婦人科専門病院13、癌専門病院9、外科専門病院8、心臓専門病院8、耳鼻咽喉科専門病院6、慢性疾患専門病院4、その他病院51である。また、設置者別構成ではまず連邦立213、非連邦立5602に大別されており、非連邦立の中で最も多いのがコミュニティ病院5010となっている。このコミュニティ病院がさらに民間非営利病院2923、州・自治体公立病院1105、民間営利病院982の3つに分類されている。

　

②亜急性期施設

亜急性期施設の一般定義は、急性期ケア病院と高度看護施設の間にある医療サービスを提供する施設

とされているが、州によっては高度介護施設において亜急性期ケアが提供されており、施設が機能別に明確に分類されているわけではない。ただし、亜急性期に特化した施設の場合、診療報酬が包括支払いではなくコストベースになるので採算的には有利である模様。

　　

③外来手術センター

　米国で外来手術センターが登場したのは1970年代初めである。1982年にメディケアパートBの適用対象施設に認定されたことを契機に急成長し、医療施設として重要な位置を占めるに至っている。

④ナーシングホーム

　ナーシングホームの定義は、介護サービスを常時提供するベッドを３つ以上有する施設である。ナーシングホームの多くは、メディケアまたはメディケイドの認定を受けているか、おるいは州政府から免許を取得している。施設形態としては、介護専門施設として独立しているものと病院の一部門になっているものに分類できる。

⑤介助付き居住施設

　介助付き居住施設とは、個人の居住スペースに食堂等の共有スペースを備え、家事援助サービス等を提供するものであり、在宅ケアとナーシングホームの中間に位置づけられている。

⑥在宅ケア

　在宅ケアとは、在宅ケア事業者が自宅にいる患者に対して在宅看護、理学療法、作業療法、呼吸療法、補助器具販売、レンタル等のサービスを提供するものであり、在宅のホスピス患者に対するサービスも含まれる。

⑦ホスピス

　ホスピスとは、終末期にある患者とその家族に対して身体、精神、社会、金銭、法律に関わるサービスを総合的に提供するプログラムのことである。ホスピスの特徴は、医師、看護師、呼吸療法士、理学療法士、薬剤師、医療ソーシャルワーカー、臨床心理士、在宅ケア助手、家事代行者といった各専門家が一つのチームとなりサービスを提供している点にある。通常、医師がチーム全体を監督し、看護師が調整役を務めている。

＜医療従事者＞

　医療サービス（介護を含む）は米国経済最大の産業センターであり、その雇用者数は非農業部門民間雇用者全体1億29818万人（2010年）のうち10.6％にあたる1379万人を占める。そして、不況期にあたっても常に新規雇用を生み出し続けている。したがって、都市部、過疎地を問わず殆どの地域で医療事業体が最大の雇用主である。

　米国では各目GDP成長率を上回るスピードで医療費が増加していること、医療技術の進捗により様々な専門能力を有する人材に対するニーズが高まっていることから、200を超える医療従事者の職種があると言われている。

○ハワイとはどのようなところか？

オアフ島　人口約100万人

オアフ島の交通事故（2011年）

　①総死亡者数　51人

　　オートバイ　9人　　モペッド　　8人　　歩行者　　　16人

　②ハワイ州の死亡事故　

単車328、傷害122、転倒514　（65歳以上410）

　③ホノルルの殺人件数

　　年平均23人

米国の税金

①連邦税

②州税　消費税は州税

　ほとんどの州には消費税がない

　ハワイ（4.5%）、ニューヨーク（8%）、カルフォルニアなど

③2種類の税金

　税金はお金をもうけた事に対して徴収する

· 所得税

· 消費税

④医療行為に対する消費税

　・医療行為に対する消費税は存在しないところが多い

　・ハワイ州では全米でも例外的に徴収する

· 医師は消費税分をそのまま患者に転化する

　例　診療代　100ドル←消費税4.50　　合計104.5ドル

　　　医師の収入は104.5ドルとみなされ課税

　　　ワクチンをした場合

　　　診療代金100ドル

　　　診療費に対する消費税4.5ドル

　　　薬品40ドル

　　　合計144.5ドル（ワクチンに対する消費税はない）

⑤病院には消費税があるのか？

　・病院が非営利ならば消費税はない

　・ほとんどの病院は非営利

　・連邦税なし

　・州税なし

　・消費税なし

「現地　看護師セミナー」

講師：ワイキキ緊急医療クリニック勤務　Ms　HIDEMI

　

米国の看護分類

RN　　正看護師

LPN　准看護師

CAN　看護補助

MA　　医療護

APRN　専門　助産婦　看護判断で麻酔するなど

米国で看護師として働くためには

①日本の看護師免許持っていない場合

　米国の大学進学し、看護過程を経て受験資格を得、資格取得

②日本で看護師免許を持っている。

　CGFXSの試験を受ける

　どの州で働きたいか決める、

　ホームページにアクセス→必要な書類→申請

「視察施設について」

視察先：クーラナマーラマ

クーラナマーラマは、オアフ島西のエヴァという地区にある。2007年に設立された長期慢性疾患の子供のための太平洋地域初の看護施設である。熟練した看護施設としてCMS（米国保健社会福祉省の公的保健制度運営センター）より総合評価５の最高評価を受けている。これは、保健衛生調査、視察スタッフ、質全てにおいて平均以上である事を意味する。子供たちは、個々のニーズに応じて専門的なケアを受ける事ができ、又、家族や介護者も病院でのサポート、モニタリングの症状、投薬、退院後のケアに関する教育を受ける事が出来る。

28床あり、18歳になるまで入所可能。個人個人のニーズにあった専門的な看護を提供している。

施設内はこどもの城のようなかわいらしい内装、装飾が施されている。

· 子供たちが、家にいるのと同じ気持ちになれるような環境

· 学校やプレイルーム、自分の部屋、お風呂など

· 外に出られる入所者は地域の学校にも行く

· 医療やケアを提供するのはもちろんであるが、子供たちが楽しく生活できる事を目指す

· 長期でも入院する方

· 急性期を退院し、中間的なもの→自宅に帰ることを目標

· 自宅で生活していたが、家族の都合で不在となり看れない場合一時的な入院も受け入れている。

· 現在27名入所。1名以外は全員経管栄養　、60%は常時呼吸器使用

· 自宅で利用でききる呼吸器使用

· 退院の予定：家族へ自宅で看れるようトレーニング指導（指導チェックリストあり）

· 家族に宿泊してもらい体験設備あり
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